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I はじめに一一問題の所在一一

平和憲法は、現在、その誕生以来最大の歴史的な試練に立たされてい

るo 集団的自衛権の行使を容認して戦争をする国家になるか、それとも平

和国家にとどまるかが、いままさに関われている。戦争ができる国作りを

目指す「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会J(以下、「安保法制

懇」と略称)は、 2014年5月15日にその「報告書J(以下、単に「報告書J

と略称)を安倍首相に提出したが (1)、安倍首相は、それを踏まえて、同

日、集団的自衛権行使容認に向けて検討をする旨を明らかにした。そし

て、その後、 11回開催された自民・公明の与党協議で、公明党が集団的自

衛権の容認に舵を切ったことによって、 7月1日、安倍内閣は、集団的自衛

権の行使を容認する閣議決定を行った。しかし、これは、憲法の立憲主義

と平和主義を根底から破壊しようとするものであって、到底容認すること

はできない。閣議決定については、別の機会に検討することとして、本稿

では、閣議決定の元になった安保法制懇の報告書について検討することに

する。

ところで、そもそも安保法制懇は、安倍首相の私的諮問機関でしかな

い。法律になんらの根拠をもつものではない。そのメンバーも、首相のお

気に入りの人たちによって構成されており、結論は最初からわかってい

る。報告書の提出時期も首相の政治的思惑によって決められている。この

ような諮問機関にはそもそも正統性がないことは、北岡伸一・安保法制懇

座長代理自らもが認めているところである(朝日新聞、 2014年5月20日)。
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重大な憲法問題を審議するにもかかわず、その14人のメンバーには、憲法

研究者は一人しか入っていない。その一人も学界を代表するとは到底いえ

ない人で、学界ではきわめt少数説をとる研究者である。その意味では、

そこで、憲法についてのきちんとした議論がなされていないのは、ある意

味では当然ともいえるが、それにしても、そこで、なされた議論は憲法論

としてはあまりにもひどい代物である。

北岡伸一・安保法制懇座長代理は、あからさまに憲法を軽視する発言を

している。「憲法だけではなにもできないo憲法学は不要だとの議論もあ

るo 憲法などを重視しすぎてやるべきことを達成できなくては困るJ(東

京新聞、 2014年4月21日)(2)。安保法制懇の議事要録(第三回)には、

「集団的自衛権は憲法問題ですらな，いJ'といった発言も見られる (3)。ま

さに憲法破壊、立憲主義破壊の発言というべきであろう。

安保法制懇の報告書は、集団的自衛権の行使のみならず、i集団安全保障

やPKO活動における武力行使、さらには在外邦人の保護のための武力行

使古いわゆるグレーゾーン事態における武力行使などー想定されうるほと

んどすべての事態における武力行使を全面的に可能とすることを提案して

いる。この報告書の言うとお iりになれば、憲法9条の規範性はほとんどな

くなる。憲法9条はあってなきがごとき状態になる。 96条も、あってなき

がごとき状態になる。つまりは、憲法というものがあってなきがごとき状

態になる。憲法の支配から権力の支配へ、法の支配から人の支配になる。

安倍首相はなにかといえば、力による現状変更を批判し、法の支配を強調

しているが、その本人が力におる現状変更を行い、法の支配をふみにじろ

うとしている。

ニューヨーク・タイムズ (2014年5月9日)も、「憲法の主要な機能は政

府の権力を抑制するものであることを安倍氏は、知るべきである。政府の

思いつきで変えられるようなものではない。さもなければ、そもそも憲法

などをもっ理由はなくなってしまうJ(4)と述べているが、まさにその通
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りである。

9条についてこのような解釈改憲が認められたならば、憲法の他の条項

(人権条項や統治機構)についての解釈改憲も同様に私的諮問機関の報告

と閣議決定で可能となる。例えば、従来の政府解釈によれば、日本国憲法

の下では、徴兵制は違憲とされてきた (5)。しかし、これも解釈改憲に

よって、合憲とすることが可能とされることになる。

集団的自衛権の行使によってきしあたって海外で血を流し、また他国の

人々を殺裁するのは、自衛官たちであろう。しかし、そうなれば、自衛官

の中には退職者が出てくるであろうし、また新たに自衛隊に入隊する人は

少なくなるであろう。そうなれば、徴兵制が必要になってくる。 2012年の

自民党の改憲草案は徴兵制の導入を合憲としうるものとなっているが(6)、

現在の憲法の下でも解釈改憲によって徴兵制は可能とされかねないのであ

る。

石破幹事長は、集団的自衛権の行使が可能となった場合には、自衛隊員

の死を政治家は覚悟しなければならないと述べたが(朝日新聞、 2014年4

月6日)、戦死するのは単に自衛隊員だけではない。報復テロや報復戦争な

どによって日本が戦争に巻き込まれ、私たち自身が死に直面するかもしれ

ないのである。報告書は、そのことを明言していないが、集団的自衛権の

行使を容認するということは、そういうことを意味している。そのことを

きちんと認識した上で、私たちは、集団的自衛権容認の問題に取り組んで

行くことが必要と思われる。以下、具体的に報告書について批判的に検討

することにする (7)。

E 解釈改憲による集団的自衛権行使容認の違憲性

憲法96条の改正手続きを経ることなく、集団的自衛権の行使を認めるこ

とは、 9条に違反するのみならず、なによりもまず96条に違反する。そし
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て、そのように権力担当者に課された憲法規範を無視するという意味では

立憲主義を根底から破壊することになるo

憲法96条は、単に憲法の明文の規定(テキスト)を改正し、あるいは新

たな明文規定を設ける場合に、 96条の改正手続きを必要とするとしている

だけではない。実質的な意味での憲法の根本原理(国の基本的なかたち)

の変更を行う場合にも、 96条の改正手続きを必要とすることをも要請して

いる096条が「この憲法の改正は、」と規定していることの意味は、実質

的意味での憲法原理の改正をも含めているのである。この点は、従来、必

ずしも明確には指摘されてこなかったが、改めて確認しておくことが必要

であろう (8)。

もちろん、憲法規定には一定の解釈の幅があることはたしかである。そ

の解釈の幅の枠内での解釈の変更であれば、いちいち96条の改正手続きは

要しない。しかし、憲法解釈には自ずから「枠」があり、その「枠Jを超

えた解釈の変更は、解釈の限界を超えたものというべきであり、 96条の改

正手続きを要するというべきである (9)。

報告書は、 9条や自衛権に関して、これまでにも様々に解釈の変更がな

されてきて、「憲法9条を巡る解釈は戦後一貫していたわけではないJ(4 

頁)として、今回の解釈変更もその一環だとして正当化している。しか

し、従来の解釈変更にあっても、集団的自衛権の行使(海外での他国のた

めの武力行使)はできないという一線は一貫して護られてきた。安保法制

懇は、その一線をまともな根拠もなしに超えることを提案している。まさ

に憲法を無視し立憲主義を侵害するものである。

報告書は、「おわりにJ(36頁)で、集団的自衛権行使容認のための憲法

改正が不要とする理由として、①個別的自衛権の行使についても解釈に

よって認められてきた、②そうとすれば、必要最小限度の自衛権の中に個

別的自衛権に加えて集団的自衛権を含めることも、政府の適切な解釈に

よって可能であり、「憲法改正が必要だという指摘は当たらないJ(38頁)
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としている。しかし、個別的自衛権と集団的自衛権とでは、後述するよう

に、その本質が全く異なるし、集団的自衛権否認は9条の根幹に関わるも

のである。それを政府の解釈によって変更することは、上述したように、

9条と96条の規範性を失わせることになるのであって、到底認められない

というべきであろう。

なお、その後安倍首相は、憲法65条を引き合いに出して、閣議決定によ

る解釈変更を正当化しているが(朝日新聞、 2014年6月30日)、しかし、行

政権の行使の一環として憲法の解釈と運用をする権限が内閣にあるとして

も、それはいうまでもなく、憲法の枠内に止まるべきであって、憲法の枠

を超えた形での閣議決定は、上述したように認められないというべきであ

ろう(10)。

皿 集団的自衛権行使容認、論の論拠

(一)r憲法第9条の解釈に係る憲法の根本原則J
報告書は、集団的自衛権行使容認論を説く前提として、 9条解釈に係る

憲法の根本原則として、①基本的人権の根幹としての平和的生存権および

生命・自由・幸福追求権、②国民主権、③国際協調主義、④平和主義をあ

げているが、これらの理解はきわめて恋意的であり、憲法学界の通説とも

かけ離れたものである。

まず、報告書は、憲法前文の fわれらは、全世界の国民がひとしく恐怖

と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有するJという箇所及び

13条の生命、自由、幸福追求の権利を引用して、「これらは他の基本的人

権の根幹ともいうべき権利である。これらを守るためには、我が国が侵略

されず独立を維持していることが前提条件であり、外からの攻撃や脅迫を

排除する適切な自衛力の保持と行使が不可欠である。つまり、自衛力の保

持と行使は、憲法に内在する論理の帰結でもある。J(9頁)と述べる。
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しかしながら、このような議論怯憲法の平和的生存権や生命・自由・幸

福追求権の趣旨を明らかに誤解したものというべきであろう。たしかに、

平和的生存権や生命・自由・幸福追求権が「他の基本的人権の根幹」とも

いうべき権利というのは、その通り、であるが、しか!し、ここから国家の自

衛力の保持と行使を導き出すのは論理の飛躍であるというべきであろう。

かりに百歩譲・って自衛ガの保持と行使が認められるとしても、それはあく

までも個別的自衛権であって、そこから集団的自衛権の行使までも導き出

すことは到底不可能というべきであろう。また、憲法の平和的生存権は、

9条や13条と一体となった形で、まさに戦争や軍事力の存在や脅威から免

れて平和的に生存する権利を意味するのであって、他国との軍事的な同盟

関係を想定したものではなんらないのである (11)。

報告書は、②国民主権について「国民主権原理の実現には主権者たる国

民の生存の確保が前提であるJ(9頁)として、政府の憲法解釈が国民と国

家の安全を危機に陥れるようなことがあってはならないとしている。牽強

付会もいいところである。政府の解釈変更によって集団的自衛権の行使を

容認することこそが、主権者国民の憲法改正植を纂奪することになるので

あって、国民主権を侵害するこlとになることに留意すべきであろう。

③国際協調主義も、非軍事の国際貢献というのが、憲法の趣i旨であっ

て、軍事的貢献は憲法からは出て来ない。④平和主義を、報告書は安倍首

相のいう「積極的平和主義Jの趣旨に理解しているが、これは憲法の本来

の非軍事平和主義をねじ曲げたもので、到底受け入れられない代物である

(12)。

(二)集団的自衛権容認論の法的根拠

(1) r必要最小限度の集団的自衛権J論・
現在の日本国憲法の下でも集団的自衛権の行使が容認されるとする議論

は、従来、その根拠としてよ①自然権論、②憲法上の否認規定の不存在、
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③国際法上保有=憲法上容認論、④他者のための正当防衛論、④自衛戦力

合憲論、⑤最小限度の自衛権論などをあげてきた(13)。これらの中で、

第一次安保法制懇の報告書(14)が、集団的自衛権行使容認論の根拠とし

たのは、④の自衛戦力合憲論であったが、しかし、これは、政府の1954年

以来の「自衛力J論を根底的に覆すものであり、憲法9条の趣旨、憲法の

体系的解釈に照らしても、到底容認できない議論であった。

第二次安保法制懇は、第一次法制懇とほとんど同じメンバーで構成さ

れ、第一次安保法制懇の上記根拠を踏襲するように見せかけながらも(15)、

結局のところは、「必要最小限度の自衛権Jの中に集団的自衛権を含める

立場を採用しているように見える。第一次法制懇の時から、政治情勢が変

わったから、その根拠付けも変わったというのであろうか。あまりにも恋

意的、都合主義的であり、「法の論理Jは政治の侍女でしかないかのごと

くである。しかも、その論拠は、木に枝を接いだようなものである。

報告書は、容認論の具体的な根拠としていくつかの点をあげているが、

その一つに、これまでの政府見解では、 fどうして我が国の国家及び国民

の安全を守るために必要最小限度の自衛権の行使は個別的自衛権の行使に

限られるのか、逆に言えば、なぜ個別的自衛権だけでわが国の国家及び国

民の安全を確保できるのかという死活的に重要な論点についての論証はほ

とんどなされてこなかったJ(19頁)といった点をあげているo しかし、

この点については、これまで、集団的自衛権の行使が認められてこなかっ

たことで、国民の生存が侵害され、国家の存立が脅かされてきたことはな

かったし、むしろ日本は違法な戦争(ベトナム戦争やイラク戦争など)に

巻き込まれることはなかったことを指摘できょう。

また、報告書は、「個別的自衛権と集団的自衛権を明確に切り分けて、

前者のみが憲法上許容されるという文理解釈上の根拠は何も示されていな

いJ(7頁)といった点をもあげている。しかし、この点については、政府

は、従来、自衛権行使についてつぎのような三要件を必要とするとしてき
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たのである。すなわち、①我が国に対する急迫不正の侵害があること、②

これを排除するために他に適当な方法がないこと、③必要最小限度の自衛

権の行使にとどまるべきこと。つまり、①の要件で、我が国に対する急迫

不正の侵害があることを前提要件としてきたのであり、集団的自衛権の行

使はそもそも①の要件を欠いているので、認められないとしてきたのであ

る(16)。

ところが、報告書は、この三要件については、「この三要件を満たす限

り行使に制限はないが、その実際の行使に当たっては、その必要性と均衡

性を慎重かつ迅速に判断して、決定しなければならないJ(22頁)と述べ

るだけで、その変更を特に提案するでもなく、ただ、三要件の③の必要最

小限度の中に集団的自衛権の行使も含まれるべきとして、以下のようにい

う。「その『必要最小限度』の中に個別的自衛権は含まれるが集団的自衛

権は含まれないとしてきた政府の憲法解釈は、『必要最小限度jについて

抽象的な法理だけで形式的に線を引こうとした点で適当ではない。事実と

して、今日の日本の安全が個別的自衛権の行使だけで確保されるとは考え

難い。したがって、『必要最小限度jの中に集団的自衛権の行使も含まれ

ると解釈して、集団的自衛権の行使を認めるべきであるJ(21頁)。

しかし、このような見解は、従来の政府解釈の誤解(もしくは曲解)に

基づくものであろう。上述したように、従来の政府解釈では、三要件の中

で、①の要件に照らして集団的自衛権は認められないとしてきたのであっ

て、③の要件に照らしてではない。従来の政府見解を批判するのであれ

ば、①の要件を批判すべきであるにもかかわらず(現に7月1日の閣議決定

は、①の要件を変更している)、その点は不問に付したままで、③の「必

要最小限度」の要件についてその範囲の拡大をすることを提案しているの

である。理論的にも稚拙な議論といってよいであろう。

もちろん、従来の「必要最小限度」論自体が暖昧なものであったことは

留意する必要があるであろう。そのことは、政府が「必要最小限度の自衛
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権J論の下で、敵基地攻撃をも合憲とし、また世界でも有数の軍事力の保

持をしてきたことによっても、すぐわかる。しかし、報告書のようにその

「必要最小限度論Jを集団的自衛権行使についても援用するとすれば、そ

の暖昧性と融通無碍はさらに避けがたくなり、歯止めとしての意味をもた

なくなる。①の要件との矛盾も避けがたくなるのである(17)。

(2) r戦力」と「交戦権Jの解釈
報告書は、上記のような必要最小限度の集団的自衛権の行使容認論をと

る場合には、 9条2項の「戦力」と「交戦権Jについては、つぎのように解

釈すべきであるとする。まず、「戦力」については、従来の政府の「自衛

力」論を基本的に踏まえて、「客観的な国際情勢に照らして、憲法が許容

する武力の行使に必要な実力の保持が許容されるという考え方は、今後も

踏襲されるべきものと考えるJ(21頁)。また、「交戦権」については、従

来の政府見解では、「自衛のための武力の行使は憲法の禁ずる交戦権とは

f別の観念のものjであるとの答弁がなされてきたJことを踏まえれば、

「国策遂行手段としての戦争が国連憲章によりjusad bellum (戦争に訴え

ること自体を規律する規範)の問題として一般的に禁止されている状況の

中で、個別的及び集団的自衛権の行使や国連の集団安全保障措置等のよう

に国連憲章を含む国際法に合致し、かつ、憲法の許容する武力行使は、憲

法第9条の禁止する交戦権の行使とは『別の観念jと引き続き観念すべき

ものであるJ(21頁以下)。

まず、「戦力Jの意味については、報告書は、第一次安保法制懇の報告

書では自衛のための軍事力の保持は可能としていた立場をすてて、政府の

「自衛力J論をとることを明らかにしており、ほとんど同じメンバーなの

に一体どうしてそうなったのかが関われてしかるべきであろう。しかも、

政府の従来の「自衛力J論については、憲法でその保持を禁止された「戦

力Jとの違いが暖昧であることが指摘されてきたが、報告書でも、その線

引きについての明確な指摘はなんらなされていないのである。安保法制懇

(随法 '14)47・2.123 (393) 
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のメンバーからすれば、もともと自衛戦力合憲論を採っていたのだから、

自衛力と戦力の聞で線引きをする気持ちなどはないのであろう。

しかし、従来の政府の自衛力論を維持した上でも、それはあくまでも我

が国の自衛のための実力という限定はあるのであって~他国防衛のための

武力は、自衛力の限界を超えて、憲法がその保持を禁止した「戦力jに該

当するという解釈は十分に成り立ちうるはずである。現に元内閣法制長官

の宮崎礼蓋はつぎのように述べているor現在自衛隊が存在できるのは、
H ・H ・我が国民・国土を外国の武力攻撃から守るための最小限度の実力組

織、という限度で辛くも合憲性が認められているものであって、 f他国防

衛のための軍事的実力jの保持は、即ち同項 (=9条2項)の禁止する『戦

力jに他ならないJ(18)。従来の政府の立場を踏まえた場合にはI、これが

まともな「戦力Jの解釈であるというべきであろう。

つぎに、「交戦権Jについての報告書の解釈は、これもまた従来の政府

解釈を踏襲するように見せかけているが、従来の政府解釈では、我が国を

防衛するための必要最小限度の実力の行使として相手国側兵力の殺傷及び

破壊等を行うことは、交戦権の行使としでの相手国兵力の殺傷及び破壊等

を行うこととは「別の観念Jのもの jとしておlり '(19)、ーあくまでも個別的

自衛権の行使としての相手国兵力の殺傷及ぴ破壊等が「交戦権Jとは「別

の観念Jとされていたのである。と乙ろが、報告書は、個別的白、衛権のみ

ならず、集団的自衛権の行使や集団安全保障措置としての武力行使までも

「交戦権Jとは「別の観念」とされているのであ、るo これでは句、憲法9条2

項で、無条件で否認されている「交戦権Jが憲法規範としてもつ意味はほ

とんどなくなってしまうことになろう。このような結果になる報告書の集

団的自衛権行使容認論は、 9条解釈論として到底とることはできないとい

うべきなのである。

(3)砂川事件最高裁判決の援用

報告書は、さらに、砂川事件に関する最高裁判決を「特筆すべきJとし

(施法 '14)47. 2. 124 (394) 
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て引用して、「同判決が、我が国が持つ固有の自衛権について集団的自衛

権と個別的自衛権とを区別して論じておらず、 したがって集団的自衛権の

行使を禁じていない点にも留意すべきであるJ(5頁))としている。しか

し、砂川事件とは、承知のように、 日米安保条約に基づく刑事特別法違反

の罪(基地内への不法立ち入り)に関われた被告人らが、安保条約の違憲

性を争った事件である。一審の東京地裁判決は、安保条約は違憲で、被告

人らは無罪と判示したが、最高裁に特別上告されて、最高裁は、安保条約

は、一見きわめて明白に違憲無効とはいえないとして、「統治行為J論に

よって破棄差し戻した。

同判決は、以下のように判示したoi同条 (=9条)は、同条にいわゆる

戦争を放棄し、いわゆる戦力の保持を禁止しているのであるが、 しかしも

ちろんこれによりわが国が主権固として持つ固有の自衛権は何ら否定され

たものではなしわが憲法の平和主義は決して無防備、無抵抗を定めたも

のではないのであるo ..・H ・しからば、わが国が自国の平和と安全を維持し

その存立を全うするために必要な自衛のための措置をとりうることは、園
、、、、、
家固有の権能の行使として当然のことといわなければならない。J(傍点・

引用者)(20)。

この事件では、旧安保条約に基づく米軍の日本駐留の合憲性が問題とさ

れたのであって、自衛隊の海外での米軍防護が問題とされた事案ではなん

らなかった。判決が認めている自衛権は、日本を守るための自衛権、つま

りは個別的自衛権であって、そのためには戦力を保持しない憲法の下で

は、米軍の駐留に依存することも、憲法は禁止してないという趣旨である

ことは明瞭である。この判決を根拠として集団的自衛権を容認するような

議論は、 これまで政府見解でもなかったし、また学説上もなかった珍奇な

(荒唐無稽な)説というべきであろう (21)。判決が集団的自衛権について

言及していないのは、そもそも集団的自衛権は本件では問題となっていな

かったからである。それを、「集団的自衛権の行使を禁止してないjと読

(龍法・14)47・2.125 (却5)
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むのは、意図的な曲解か、そうでなければ、判決文の読み方を知らない人

たちの読み方であろう。

(三)集団的自衛権容認論の政治的根拠

報告書が集団的自衛権の行使を容認すべきとする最大の理由は、政治的

な理由である。報告書は、その点を、「我が国を取り巻く安全保障環境が

一層厳しさを増しているJとして、以下の6点ほどをあげている (10頁以

下)。①技術の進歩と脅威のリスクの性質の変化。例えば、北朝鮮は既に

日本全土を覆う弾道ミサイルを配備し、米国に到達する弾道ミサイルを開

発中である。また、さまさまな主体によるサイバー攻撃が社会全体にとっ

て大きな脅威、リスクとなっている。世界のどの地域で発生した事象で

あっても、直ちに我が国の平和と安全に影響を及ぼしうるo したがって、

従来のように国境の内側と外側を明確に区別することは難しくなってい

る。②国家間のパワーバランスの変化。パワーバランスの変化の担い手

は、中間、インド、ロシアなどである。特に中国の影響力の増大は明らか

であり、国防費は、過去10年間で約4倍になっており、その予算額も12兆

円以上であり、日本の3倍近くに達している。また領有権に関する独自の

主張に基づく力による一方的な現状変更の試みも看取される。③日米関係

の進化と拡大。かつてとは異なり、我が国が一方的に米国の庇護を期待す

るのではなく、日米両国や関係国が協力して地域の平和と安全に貢献しな

ければならない時代になっている。同盟の活力を維持し、更に深化させる

ためには、より公平な負担を実現すべく不断の努力を続けていくことが必

要である。④地域における多国間安全保障協力の枠組みの動き。政治、安

全保障、防衛分野においてさまざまな協力の枠組みが重層的に発展してき

ている状況を踏まえて、我が固としても、より積極的に各種協力活動に幅

広く参加し、指導的な役割を果たすことができるような制度的、財政的、

人的基盤を整備することが求められている。⑤アフガニスタンやイラクの

(飽法 '14)47・2，126 (396) 
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復興支援、南スーダンの国づくり、またシーレーンを脅かすアデン湾にお

ける海賊対処のように、国際社会全体で対応しなければならない深刻な事

案の発生が増えてきていること。また、団連を中心とした紛争対処、平和

構築や復興支援の重要性がますます増加しており、国際社会の協力が一層

求められている。⑥自衛隊の国際社会における活動。自衛隊の実績と能力

は、国内外から高く評価されており、復興支援、人道支援、教育、能力構

築、計画策定など、さまざまな分野で今後一層の役割を担うことが必要で

ある。以上をまとめれば、我が国の外交、安全保障、防衛をめぐる状況は

大きく変化してきており、変化の規模と速度に鑑みれば、我が国の平和と

安全を維持し、地域及び国際社会の平和と安全を実現していく上では、従

来の憲法解釈では十分に対応することができない状況に立ち至っている。

報告書は、以上のように述べて、集団的自衛権の行使の容認や集団安全

保障への武力行使を伴う参加などを提言しているのであるが、しかし、こ

れらは、憲法解釈の変更の理由としてはきわめて薄弱といわなければなら

ない。

第一に、報告書は、以上のような国際情勢の変化が何故にアメリカが日

本の集団的自衛権の行使を伴う軍事的協力を必要としているかについてな

んら説明をしていないのである。新しい国際情勢の下でアメリカが具体的

にどこかの国から軍事的脅威を受けるようになってきていて、しかも日本

の軍事的協力を必要とするに至っているということが具体的にはなんら説

明されていないのである。集団的自衛権の行使容認の目的が第一義的には

アメリカへの軍事的協力にある以上は、この点についての明確な説明がな

いことは、報告書が説得力に欠けるものであることを示しているといって

よいのである。

第二に、日米安保条約について、報告書は、これまで「我が国が一方的

に米国の庇護を期待するJ(11頁)ものであったかのように書いているが、

しかし、これはあきらに事実に反している。日本がアメリカに基地を提供
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し、しかもそのために世界でも最大額の「思いやり予算Jをつけてきたこ

と、さらには、沖縄における米軍基地による様々な過重負担などを考えれ

ば、我が国が一方的に米国の庇護を受けてきたような言い方は、全く現実

を直視しない見方というべきであろう (22)。

第三に、 f報告書は、集団的自衛権の行使が戦後の国際政治の中でどのよ

うな役割を現実に果たしてきたのかについての説明や評価がなんら語られ

ていないということである。その点についての検証を抜きにして集団的自

衛権の行使の容認;を提言することは、政治的論拠(あるいは立法事実論)

としても不十分のそしりを免れないであトろう。 l

第四に、 l報告書は、自衛隊の活動が国際社会でも活発になされてきてい

ることを指摘し1ているが、しかし、かりに自衛隊の海外での活動が一定の

評価を受けてきたとしても、それはあくまでも非軍事の活動であって、軍

事的な活動ではない。 PKO活動についても、い.わゆる五原則を踏まえてな

されてきた活動でJあづて、 P即などに踏み込んだ活動ではFなかったのであ

る。このことを踏まえれば、憲法に抵触する武力行使に踏み込むことにな

る自衛隊の活動の拡大を従来の自衛隊の国際社会での活動を根拠として主

張することはなんら正当性をもたないものといえよう (23)。

最後に、かりに報告書があげたような国際情勢の変化が認められたとし

ても、そのことから、解釈改憲によって集団的自衛権の行使を容認するこ

との正当性を導き出すhごとは不可能といえよう。そのような国際情勢の変

化があるとすればミ十憲法改正の手続きを踏むことを提言すればよいので

あって、解釈改憲をよしとする根拠にはまiったくなりえないのである。し

かも、解釈改憲をよしとする法的な根拠付けが上記のようになんら正当な

ものではないことからすれば、結局はこのような「我が聞を取りl巻く国際

環境の変化Jは集団的自衛権の行使を解釈改憲によって正当化する事由に

はなり得ないものというべきであろう。

(能法 '14)47・2..128 (398) 
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(四)集団的自衛権行使の要件(または手続)

報告書は、「憲法上認められる自衛権J(22頁)の箇所で、集団的自衛権

が認められる要件あるいは手続として、概ね、以下の六つをあげているo

①日本と密接な関係にある外国に対して武力攻撃が行われること、②その

事態がわが国の安全に重大な影響を及ぽす可能性がある場合、③当該国か

ら明示の要請又は同意があること、④第三国の領域通過には当該第三国の

同意を得ること、⑤事前または事後の国会承認を得ること、⑥内閣総理大

臣の主導の下で、国家安全保障会議の識を経て閣議決定する。

しかし、これらの要件または手続は、なんら歯止めとしての役割を果た

し得ないも可のであって、これらをもって、限定的な集団的自衛権行使論と

いうのはおかしいというべきであろう。

そもそも、①は、集団的自衛権について国際的に一般的に言われている

ことで、当たり前のことをいったにすぎない。しかも、「日本と密接な関

係にある外国」とは具体的にどのような国を指しているのかは、これだけ

ではまったく不明である。さまざまな国がこれには含まれうることにな

る。次に、②の要件が、報告書独自の条件といえなくもないが、しかし、

これも、どのようにでも解釈できるものである。地理的にも、対象国につ

いても無限定のものであり、限定的とは到底いえない。現に、報告書自身

が、「個別的又は集団的自衛権を行使する自衛隊部隊の活動の場所につい

て、憲法解釈上、地理的な限定を設けることは適切でないJ(23頁)と述

べている。アメリカのみならず、韓国やオーストラリアなども含まれ、地

球の裏側も含まれることになる。しかも、この点について、報告書は、

rr地球の裏側』まで行くのか云々という議論があるが、不毛な抽象論にす
ぎず、ある事態が我が国の安全に重大な影響を及ぼす可能性があるか、か

っ我が国の行動がどれだけの効果があるかといった点を総合的に勘案し、

個別具体的な事例に則して主体的に破断すべきであるJ(23頁)と書いて

いるo 報告書は、つまりは、「地球の裏側Jまで行く可能性を認めている
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のであるo なお、このような要件は、周辺事態法1条の「わが国周辺の地

域におけるJが外されていて、周辺事態法よりも緩やかなものとなってい

ることにも留意すべきであろう。

また、③も、国際司法裁判所のニカラグア判決(1986年)が示したもの

で (24)、当然のことを言ったにすぎない。この要件に関連して言えば、

アメリカから要請があった場合に、日本政府は、断ることはおそらくはで

きないと思われる。これまでは、イラク戦争などにおいて憲法上の制約が

あるということで、武力行使を断ることができたが、これからはできなく

なるであろう。報告書は、この点に関連して、「集団的自衛権は権利で

あって、義務ではないので、行使しうる場合であっても、我が国が行使す

ることにどれだけ意味があるのか等を総合的に判断して、政策的判断の結

果、行使しないことがあるのは当然であるJ(23頁)とする。しかし、そ

れは建前だけの話であって、憲法上行使しうるのに、アメリカからの要請

を断った場合には、それこそ日米同盟の信頼を損なうといった議論になる

ことは必至であろう。少なくともアメリカとの関係では、拒否という回答

はなくなるのであり、かくして、日本は、イラク戦争のようにアメリカの

違法な戦争にも荷担することになるのである。さらに、④も、朝鮮半島有

事の場合の韓国のことを考えてのこととされるが、他国の国家主権を考え

れば、当然のことをいったまでで、あえて、限定的な要件というほどのも

のではない。

⑤では、国会の事後の同意でもよいとしている。それでは、国会は

チェックの役割を果たし得ない可能性が大きいのである。日本が直接武力

攻撃を受けた場合の防衛出動に際しでも、原則は国会の事前承認となって

いるのに(自衛隊法76条)、日本自身が武力攻撃を受けているわけではな

い場合における集団的自衛権の行使については、何故に報告書は、「事前

または事後」の国会承認としているのか。まったく理解に苦しむところで

あるo

(龍法 '14)47・2.130 (ω0) 
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しかも、この点にも関連して重大というべきは、 2013年に特定秘密保護

法が制定されて、その開示が我が国の安全保障に著しい支障を及ぼすおそ

れがある「防衛に関する事項Jについては「特定秘密Jとして国会への提

出もしなくてもよいこととされたことである (25)。国会は集団的自衛権

の行使が適正な根拠に基づくのか否かについて判断する情報を政府から入

手することは困難となるのである。これでは、国会による統制は不十分な

ものにならざるを得ないであろう。

最後に⑥は、あえて条件というほどのものではない。ある意味では当た

り前のことをいっているにすぎない。ただ、この点に関しでも、 2013年に

成立した日本版NSC(国家安全保障会議)の役割は重大であろう (26)。

首相主導の下で4人の閣僚からなる国家安全保障会議が集団的自衛権の行

使を容認する判断を行えば、合議体としての内閣がそれに反対することは

できないであろう。憲法上 (65条)行政権の主体として規定された内閣

は、形骸化されることになるのである。

W 集団的自衛権行使の具体的な事例

報告書は、集団的自衛権の行使が必要となる具体的な事例として、第一

次法制懇があげていた二つの事例、すなわち、①公海上の米艦船の防護と

②米国に向かうミサイルの迎撃と並んで、さらに、三つの事例、すなわ

ち、①我が国の近隣で有事が発生した際の船舶の検査、米艦等への攻撃排

除等(事例1)、②米国が武力攻撃を受けた場合の対米支援(事例2)、そし

て③我が国の船舶の航行に重大な影響を及ぼす海域(海峡等)における機

雷の除去(事例3) などをあげて、これらの事例に対処するためには、集

団的自衛権の行使を容認することが必要であるとしている。

しかし、これらの事例は机上の空論か、従来の政府の見解では個別的自

衛権で対処できる事例か、そうでなかったならば、現行の日米安保条約で
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も対処できない事例であって、いずれにしても、集団的自衛権の行使をな

んとか容認するために編み出されたためにする議論というべきである。第

一次安保法制懇があげた二つの事例については別稿で論評したので (27)、

ここでは、第二次報告書が集団的自衛権の行使が必要としてあげている三

つの事例について検討することにしたい。

(ー)我が国の近隣で有事が発生した際の船舶の検査、米艦船等への攻撃

排除等

まず、報告書があげている事例lは、二つのことを述べている。一つは、

我が国の近隣で有事が発生した場合の船舶の検査であり、あと一つは、米

艦等への攻撃排除等である。

(1)船舶の検査等

この問題について、報告書は、つぎのように述べている。「我が固の近

隣で、ある図に対する武力攻撃が発生し、米国が集団的自衛権を行使して

この国を支援している状況で、海上自衛隊護衛艦の近傍を攻撃国に対し重

要な武器を供給するために航行している船舶がある場合、たとえ被攻撃国

及び米国から要請があろうとも、我が国は、我が国への武力攻撃が発生し

ない限り、この船舶に対して強制的な停戦・立入検査や必要な場合の我が

国への回航を実施できない。現行憲法解釈ではこれらの活動が「武力行

使jに当たり得るとされるためである。しかし、このような事態が放置さ

れれば、紛争が拡大し、やがて我が国自身に火の粉が降りかかり、我が国

の安全に影響を与え、かつ国民の生命・財産が直接脅かされることにな

るJ(13頁)。

具体的に言えば、これは、北朝鮮と韓国・米国が武力紛争に立ち至った

場合には、北朝鮮に対して武器などを供給する船舶に対して日本は強制検

査を行ったりすべきであるという提案である、しかし、結論的にいえば、

日本国憲法の平和主義の立場からすれば、朝鮮半島における武力紛争に際

(龍法 '14)47・2.132 (402) 
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して、日本は米国・韓国の側に立って武力行使を行うようなことはすべき

ではないということである。そのことは、憲法9条が国際紛争を解決する

ために武力行使をしてはならないと書いていることの当然の帰結なのであ

るo しかも、武力紛争時における中立国船舶の臨検などは、交戦権として

憲法9条2項によって禁止されている行為である (28)。これをかいくぐっ

て集団的自衛権の行使として容認することはできないというべきである。

なお、朝鮮半島有事の場合に、北朝鮮に対して第三国が武器などを輸送す

る場合に、わざわざ米艦船が行動している日本海などを利用するという想

定自体が可能性のすくない事態を想定したものといえよう。そのような場

合には北朝鮮は、中国あるいはロシア経由で武器などの提供を受けるであ

ろうからである。わざわざ危険な日本海からの輸送という想定自体ために

する議論のように思われる。

(2)米艦等への攻撃排除等

報告書が事例lとしてあげているこつ目の事態は、朝鮮半島で有事が発

生した場合に米国の艦船等が攻撃された時にはこれを排除するために日本

も武力行使を伴う協力をすべきであるということである。現在の周辺事態

法では、自衛隊は後方地域でしか活動できず、また武器の提供などもでき

ないなど対米軍事支援が限定的だし、また米国以外に対する支援もできな

いので、それらの点を改めるべきであるとするのであるo

この点は、安倍首相が、 5月15日に報告書の提出を受けて行った記者会

見でパネルを使って強調した点とも重なっているo すなわち、安倍首相

は、日本近隣有事の場合に紛争固から在外日本人(お父さん、お母さん、

おじいちゃん、おばあちゃん、子どもたち)を輸送する米艦船を自衛隊が

防護しないでよいのかといった形で問題を設定し、そのためには集団的自

衛権の行使の容認が必要ではないかと説いたのである。

この話は、国民の感情に訴えて賛同を得るべくもち出されたものであろ

うが、しかし、明らかに一つの事実を隠蔽した形で述べられているもので
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あるとともに、そのような事態の危険性についても説明を欠いたものと

なっているo

すなわち、まず、 1997年の日米防衛協力のための指針(日米ガイドライ

ン)は、はっきりと「日本国民又は米国国民である非戦闘員を第三国から

安全な地域に退避させる必要が生じる場合には、日米両国政府は、自国の

国民の退避及び現地当局との関係について各々責任を有する」と明記され

ているのである (29)。これによっても明らかなように、米艦船が、日本

国民を退避のために乗船させるということは基本的にあり得ないのであ

る。

かりに、そのような事例がありえたとしても、戦闘中の米艦船に日本国

民が乗船すれば、攻撃の対象となってむしろ危険な事態を招くことになる

のであって、国民の生命安全の確保の観点からすれば、むしろ乗船させる

べきではないのである。そのことについて安倍首相は、まったく述べてい

ないのは、不思議というほかない。

しかも、米艦船を自衛隊が防護するということになれば、自衛隊が反撃

を受けることを覚悟せねばならないであろう。つまりは、日本が全面的に

その戦争に巻き込まれることになり、戦禍は日本自身に及ぶことになるの

であるo とりわけ日本海側には原発が密集しており、それらが攻撃を受け

たならば、日本は壊滅的な打撃を被るであろう。そのことを安倍首相が伏

せていることも、国民を欺くものといえよう。

たしかに、朝鮮半島有事の場合に朝鮮半島に在住する日本国民をいかに

避難させるかは重要な問題であるが、そのためにはまずは民間の(日本ま

たは外国の)航空機や船舶を利用するということが考えられるべきであろ

う。それでも不十分な場合には、自衛隊の航空機や船舶を利用するという

ことになるのであって、そういった方法を持ち出さないで、いきなり米艦

船を持ち出すのは、まさにためにする議論というべきであろう。
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(二)米国が武力攻撃を受けた場合の対米支援

報告書があげている事例2についていえば、これは、 アメリカが関わる

武力紛争への全面的な軍事協力を提言していると見るべきであろう。報告

書は、「米国も外部からの侵害に無傷ではありえない」として、 9.11の同

時多発テロ事件をあげているo また、米国が弾道ミサイルによる奇襲と

いった武力攻撃を受ける事態を想定する。そして、「米国が攻撃を受けて

いるのに、必要な場合にも我が国が十分に対応できないということであれ

ば、米国の同盟国日本に対する信頼は失われ、日米同盟に甚大な影響が及

ぷおそれがある。日米同盟が揺らげば我が国の存立自体に影響を与えるこ

とになるJ(14頁)と述べる。

しかし、 このような全面的な対米軍事協力は、憲法はもちろんのこと、

そもそも現行の日米安保条約でも、認められていないのである。日米安保

条約5条は、「日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対す

る武力攻撃Jがあった場合にはじめて日米両国が共通の危険に対処するよ

うに行動すると規定している。「日本国の施政の下にある領域jを離れて、

このように全面的な対米軍事支援を認めるためには、安保条約のこの規定

を改定することが必要であって、日米ガイドラインの改定だけでは不可能

である。

ちなみに、安保条約5条の制定背景について一言すれば、 日米安保改定

に際してアメリカ側が当初提案した案は、「太平洋において他方の施政権

下にある領域または地域に対する武力攻撃が自国の平和と安全を危うくす

るものであると認めて、自国の憲法上の手続きに従って共通の危険に対処

するように行動することを宣言するJとするものであった (30)。この案

を日本政府は、憲法上受け入れられないということで拒否して、現行安保

条約5条のような規定となった。政府は、 1960年の安保国会 (2月9日)で

の趣旨説明で、「この条約は、国連憲章に従って武力不行使を定め、かっ

条約の地域を日本の施政下にある領域に限定し、日本が攻撃されない限り
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決して発動を見ないこととしている点よりして、他のいかなる国をも脅威

しない、全く防衛的な性格のものJであると説明していた(傍点・引用

者)(31)。このような条約の下で、日本の領域以外の地域での集団的自衛

権の発動が認められないことはよ明白というべき:である。

報告書は、最後の方の箇所 (34頁以下)で「圏内法の在り方Jについて

検討し、自衛隊法などの改正を提言しているがι日米安保条約の改定につ

いては、なんら言及していない。「国内法の在Jり方J， 1についての検討だか

ら、条約の検討はしないということかもlしれないがjiしかしu それでは、

「安全保障の法的基盤の再構築」という懇談会の看板そ!のものが疑わしい

ことになるであろう。懇談会には、元外務次官や国際法学者がメンバーに

入っているにもかかわらず、安保条約の改定問題については一言も触れて

いないのは、不思議と言うほかないのである。

(三)我が国の船舶の航行に重大な影響を及ぼす海域(海峡等)における

機雷の除去

報告書は、-事例3についてつぎのように述べる。「湾岸戦争に際してイラ

クは、ペルシャ湾に多数の機雷を敷設し、当該機雷は世界の原油の主要な

輸送経路の一つである同湾における我が国のタンカーを含む船舶の航行の

重大な障害となった。今後、我が国が輸入する原油の大部分が通過する重

要な海峡等で武力攻撃が発生し、攻撃図が敷設した機雷で海上交通路が封

鎖されれば、我が図への原油供給の大部分が止まるo これが放置されれ

ば、我が国の経済及び国民生活に死活的な影響があり、我が国の存立に影

響を与えることになるJ(15頁)。

そのためには、自衛隊も機雷の除去活動に参加すべきであると、報告書

はいうのであるが、.しかし、改めて指摘するまでもなく、機雷の敷設も、

また機雷の除去も、国際法上は武力行使の一種と見なされている。「遺棄

機雷Jであればともかく、そうではなく、武力紛争中に敷設された機雷を
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除去する行為は、したがって、。憲法9条l項が禁止している武力行使そのも

のに該当して許きれないのである。それを集団的自衛権の行使ということ

で、合法化することは土台できないというべきであろう。

なお、報告書は、ホルムズ海峡での事態(イランによる機雷敷設)を想

定していると思われるが、しかし、現実にイランによる機雷の敷設はなさ

れていないし、他の国による同海域における機雷敷設は行われる公算は少

ないと思われる。かりにそのような事態になったとしても、同地域におけ

る武力紛争において日本は一方の側に立って参戦すべきではない。日本自

身が参戦することになれば、日本への報復テロ攻撃の可能性も想定せざる

を得なくなるであろう。石油の確保は確かに日本の経済活動など』ことって

重要な意味をもつが、そうであればこそ、中東諸国との友好関係の維持に

努めるべきであるし、また、万が一の事態に備えて、備蓄をしておくこと

が重要であろう。

なお、報告書は以上のような事例をあげつつも、 fこれらの事例のみを

合憲・可能とすべきとの趣旨ではないJ(13頁)としている。これらの事

例は単なる例示でしかないのであるo そのことは、その後になされた自

民・公明両党の与党協議で、集団的自衛権に関わる事例として8事例が出

されたことによっても示されている (32)。

V 集団的自衛権の本質と運用実態

集団的自衛権の性質については、従来、①個別的自衛権の共同行使、②

他国に関わる自国の死活的利益を防衛する権利(多数説、政府見解)、③

他国防衛を支援する権利(国際司法裁判所の見解)などが唱えられてきた

が、私見は、③を支持してきた (33)。集団的自衛権は、自衛権というけ

れども、その本質は、他国の戦争を支援する権利(他衛権)ととらえるべ

きである (34)。だからこそ、それは、日本国憲法では認められないので
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ある。また、それを必要最小限度論で正当化することはできないのであ

る。

報告書は、集団的自衛権について、国連憲章51条が、個別的自衛権と並

べて「固有の権利(inherentright) Jとしていて、その仏語がdroitnaturel 

(自然権)となっていることを根拠にして、国家が当然に有している固有

の権利(自然権)であり、それは、国際慣習法上の権利としても認められ

ていることを強調している (20頁)。しかし、集団的自衛権は、団連憲章

によってはじめて登場した権利であり、また国家に自然人と同じ意味で自

然権があるという考え方はとることはできない。その保持行使は各国の憲

法に委ねられているというべきなのである。しかも、国違憲章の制定過程

に照らしても、集団的自衛権は、国連の集団安全保障システムにあって、

異端的 (i鬼っ子J)な存在でもあったことにも留意されるべきであろう

(35)。西崎文子も、以下のようにいう。「国連の安全保障体制にとって、

個別的・集団的自衛権を認めた憲章51条はそもそも例外的な条項であり、

悪くすれば対立的存在になり得たということであるJ(36)。

報告書は、「集団的自衛権の行使を可能とすることは、他の信頼できる

国家との関係を強固にし、抑止力を高めることによって紛争の可能性を未

然に減らすものであるJ(20頁)と述べ、また、「今日の安全保障環境を考

えるとき、集団的自衛権の方が当然に個別的自衛権より危険だという見方

は、抑止という安全保障上の基本観念を無視し(たもの)J(20頁以下)と

している。

しかし、このような議論も、また根拠のないものというべきであろう。

そのことは、集団的自衛権の運用実態を見れば、明らかであろう。これま

で、集団的自衛権が行使された事例としては、①アメリカのベトナム侵攻

(1965)、②ソ連のチェコ侵攻(1968年)、③ソ連のアフガニスタン侵攻

(1979年)、④アメリカのニカラグア侵攻 (1981年)、⑤湾岸戦争における

アメリカなど多国籍軍のイラク攻撃(1991年)、⑥アメリカのアフガニス
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タン攻撃に対するNA:官〉諸国の参戦 (2∞1年)などがあげられるが、その
ほとんどは、大国の小国に対する軍事介入・軍事侵攻であった。

これらの実例を踏まえれば、集団的自衛権の行使が、国際社会の平和の

ためにはむしろ有害であったことが明らかとなる (37)。クリスティーヌ・

グレイも、そのような「抑止力J論は「疑わしいjものであり、事実とし

ては、集団的自衛権を容認する条約が他の国家による軍事介入を正当化す

る役割を果たしてきたという結論を導き出すことも可能であると指摘して

いる (38)。

また、集団的自衛権が「抑止力jになるという議論は、かつて19世紀か

ら20世紀初頭にかけて唱えられた軍事同盟が戦争抑止につながるという議

論を想起させるものである。そのような軍事同盟が二度の世界大戦の大き

な契機のーっとなったことも決して忘れるべきではないであろう (39)。

さらに、日本の現状に即して言えば、集団的自衛権の行使を容認するこ

とは、アジア地域の緊張をむしろ激化させる役割を果たすことになると思

われる。それは、中国の海洋進出と軍事拡大を正当化する効果をもっし、

また、北朝鮮の核開発をも正当化させる口実を与えることになるo それだ

けではなく、韓国にも警戒心を与えることになる。現に韓国の国会の外交

統一委員会は7月11日に、集団的自衛権の行使を容認する閣議決定を糾弾

する決議を採択した(朝日新聞2014年7月12日)。このような「安全保障の

ジレンマJ(40)をもたらすことは、国際政治的にみても好ましくないと

いえるのである。

VI 集団安全保障への参加

報告書は、集団的自衛権の行使の容認を提言するだけでなく、集団安全

保障への自衛隊の参加も日本国憲法の下で可能であると提言している。そ

の根拠として報告書があげているのは以下の二つである (24頁以下)。①

(龍法 '14)47 -2. 139 (4ω) 
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「国連の集団安全保障措置は、我が国が当事国である国際紛争を解決する

手段としての「武力の行使Jには当たらず、憲法上の制約はないと解すべ

きであるJ。②「集団安全保障措置への参加は、国際社会における責務で

もあり、憲法が国際協調主義を根本原則とし、憲法第98条が国際法規の誠

実な遵守を定めていることからも、積極的に貢献すべきであるJ。

。しかし、これらはいずれも憲法の解釈としては取り得ないものというべ

きであろう。まずー憲法9条1項は、「国際紛争を解決する手段としてはJ

武力の行使などを永久に放棄すると規定しているが、報告書は、この「国

際紛争Jを専ら日本が当事国となった「国際紛争Jに解釈を限定して、日

本が当事国となっていない国際紛争は含めないようにして、そのような国

際紛争には日本が武力行使をしても、同条項には違反しないとする。しか

し、このような解釈論は、「国際扮争」の通常の意味に照らしてもおかし

いというべきであろう。従来の政府解釈では、「国際紛争」とは、「国家聞

で特定の問題について意見を異にしてィ互いに自己の意見を主張して譲ら

ず対立している状態をいう」とさlれている (41)。このような国際紛争に

は当然に他国間の国際紛争も入ってくるのであるo日本が当事国となって

いる国際紛争には武力行使ができないのに、どうして日本が当事国となっ

ていない国際紛争には武力行使ができるのか、;その合理的lな説明はつかな

いのであるo9条1項を曲解した解釈というべきであろう。

また、憲法が国際協調主義を採用していることは確かであるが、それ

は、 9条と一体となって非軍事的な国際貢献をすべきことを要請している

のであって、軍事的な対応を要請しているわけではない。憲法98条の趣旨

も同様であり、 98条から、集団安全保障への参加の責務が出てくるという

のは、牽強付会もいいところというべきであろう。

報告書は、具体的に、事例4として、イラクのクウ手ート侵攻のような

国際秩序の維持に重大な影響を及ぽす武力攻撃が発生した際の国連の決定

に基づく活動への参加をあげているが(15頁)、しか;し、この湾岸戦争の

(龍法・14)47 -2. 140 (410) 
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事例においても、国際法上は少なからざる問題が存，していたことは周知の

ところである。しかもィ例えばその後のイラク戦争についていえば、アメ

リカを中心とする多国籍軍の武力行使は明らかに根拠のない間違ったもの

だった。アメリカの政府当局者もその非を認めているにもかかわらず、日

本政府はその検証さえも行っていないのである。そのような日本政府がア

メリカのいいなりになって違法、不当な戦争に巻き込まれることは避ける

べきなのである。

目なお、報告書の提出を受けて同日に行われた安倍首相の記者会見では、

政府は、多国籍軍への参加は行わないと述べたが、しかし、その狙いが、

「政権の安全保障政策が安保法制懇よりも抑制的だとアピールするJ(朝日

新聞2014年5月14日)ことにあるとすれば、茶番もいいところであろう (42)。

vn r武力行使との一体化J論
4 

従来、政府は、日米安保条約の下での米軍への後方支援や多国籍軍への

後方支援について、武力行使と一体化したと見なされる後方支援活動は、

憲法が禁止する武力行使に該当して許されないとしてきた。そして、後方

支援活動が武力行使と『体化したかどうかは、①戦闘行動が行われている

地域との地理的関係、②当該行動の具体的内容、③武力行使を行っている

ものとの関係の密接性、④協力しようとする相手方の活動の現況などの諸

般の活動を総合的に勘案して判断すべきとしてきた (43)。

これに対して、報告書は、このような「一体化」論は「我が国特有の概

念Jであり、「安全保障上の実務に大きな支障を来してきたJ(25頁以下)

として、このような考えはもはやとるべきではないと主張する。その理由

は、第一は、「一体化」論を論理的に突き詰めていけば、「例えば政府は現

在行われている日米同盟下の米軍に対する施設・区域の提供は米国の武力

行使と一体化しないとしているが、現実に極東有事の際日米安保条約6条

(龍法 "14)47・2.141 (411) 
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の下で米軍が戦闘作戦行動のために我が国圏内の基地を使用し始めれば、

我が国の基地使用許可は米軍の「武力の行使と一体化」するので、日米安

保条約そのものが違憲であるという不合理な結論になりかねないJ(26頁)

ということであり、第二は、「そもそも事態が刻々と変わる活動の現場に

おいて、観念的には一見精微に見える議論をもって「武力の行使との一体

化」論を適用すること自体、非現実的であり極めて困難であるJ(27貰)

ということであり、そして、第三は、「武力の行使との一体化」の論理の

ゆえに、例えば、日米関で想定した事態の検討にも支障があり得るとすれ

ば、我が国の安全を確保していくための備えが十分とはいえない」し、

「国際平和協力活動の経験を積んだ今日においては、いわゆる「武力の行

使との一体化J論はその役割を終えたものJ(27頁)と考えるべきである

ということである。

しかし、このような報告書の見解は、基本的にまちがったものというべ

きであろう。まず第一点については、まさに1960年の安保改定の際にその

点が争われたのであり、砂川事件東京地裁判決はその点を一つの根拠にし

て安保条約は違憲という判断を言い渡したのである。違憲となって不合理

な結論になるというのはそれ自体憲法9条を無視した議論というべきであ

ろう。第二点は、たしかに、小泉首相が、どこが戦闘地域かと関われでも

答えられずに、自衛隊が活動をしている場所が非戦闘地域だという迷答弁

をしたように、線引きをすることは困難であろう。だから憲法の立場から

すれば、後方支援そのものに問題があるということになるはずなのに、

「武力行使の一体化J論そのものを捨て去るべきだというのは、本末転倒

の議論というべきであろう。第三に、たしかに、「一体化J論は、 boots

on the groundなどと言ってきたアメリカにとっては好ましくはない議論

だったかもしれないが、しかし、日本にとっては、その議論の故に、戦死

者を出すこともなく、また他国の人々を殺載することもなかったのであ

る。そのような大きな役割を「一体化J論が果たしたことをまったく評価

(龍法・14)47・2.142 (412) 
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しない報告書の見解は、それこそ「非現実」な議論というべきであろう。

報告書は、「一体化」論を捨て去って日本がアメリカ軍や多国籍軍へと

どのような状況下で後方支援すべきかは「政策的妥当性の問題Jであり、

時々の内閣の意思決定に委ねるべきだとするが、しかし、憲法上の縛りが

なくなれば、アメリカからの要請を断ることは、日本政府にはほぼ不可能

になるであろうことは前述した通りである (44)。

珊 その他の問題

報告書は、さらに、 PKO活動における「駆けつけ警護」、在外自国民の

保護・救出等、武力攻撃に至らない侵害への対応などについても論じてい

るが、これらについては、以下にごく簡単に言及することにする。

(一)PKO活動における「駆けつけ警護J

第一次安保法制懇の報告書は、国連のPKO活動に参加している自衛隊

は、他国の活動に対するいわゆる f駆けつけ警護Jをも行うべきであると

していたが、第二次安保法制懇の報告書も、この点は踏襲している。

しかし、日本のPKO活動は、いわゆる五原則(①紛争当事国の停戦合

意、②日本の参加についての紛争当事国の同意、③中立的立場の厳守、④

以上の3条件が満たされない場合の撤収、⑤必要最小限度の武器使用)に

基つ'いてはじめて認められてきたものであるし、そのことは、国際的にも

知られていることであるo そのような日本のPKO活動について、現地の

人々から強いクレームが寄せられてきたということは特になかったのであ

る。「駆けつけ警護」論は、 PKOを国連憲章の第六章(紛争の平和的解決)

というよりはむしろ第七章(紛争の軍事的解決)へとシフトさせる役割を

果たしかねないのである (45)。

ちなみに、 PKO協力法では、小型武器使用について、「自己又は自己と

(植法 '14)47・2.143 (413) 
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共に現場に所在する他の隊員若しくはその職務を行うに伴い自己の管理の

下に入った者の生命又は身体を防護する‘ためやむを得ない必要があると認

める相当の理由がある場合Jに「その事態に応じ合理的に必要と判断され

る限度でJ小型武器の使用をすることができる :(24条)と規定'也ているo

せいぜいこの規定の運用ですむ話であlって、武器使用のできる場合を拡大

して、しかも使用する武器もおそらくは大型のものlこして武力行使へと変

質させることは避けるべきであろう。

なお、報告書の提出を受けて同日に行われた記者会見で、安倍首相は、

海外で活動しているNGOの人たちが危険にさらされた時に、現地でPKO

活動に参加している自衛隊が、かれらを救助しないでよいのかといった事

例をも引き合いに出して、「駆けつけ警護jの必要性を説いた。しかし、

このような言い方は、 NGOの人たちの気持ちを代弁したものとは到底い

えないであろう。 NGOの圧倒的多数の人たちは、中立的な立場で、しか

も、非武装での活動を行っており、・まだそうすることで、かれらの安全を

確保できると考えている。自衛隊の軍事的援助を期待してはいないのであ

る。自衛隊の「駆けつけ警護」はむしろ余計なマお世話なのである (46)。

(二)r武力攻撃に至らない侵害J
従来の政府解釈では、自衛隊が防衛出動するのはー外部からの武力攻撃

(=外部からの組織的、計画的な武力行使を伴う，わが国の領土、領海、領

空に対する侵害)があった場合に限られる。そのような武力攻撃がないに

もかかわらず、自衛隊が出動すべき事例 (rグレーゾーン事態J)が考えら

れるとして、報告書は、以下の二例を提示している(16頁)。①我が国領

海で潜没航行する外国潜水艦が退去要請に応じないで俳個を継続する場合

の対応(事例5)、②海上保安庁等が速やかに対処することが困難な海域や

離島などにおいて船舶や民間人に対して武装集団が不法行為を行う場合の

対応(事例6)。

(組法 .14)47・2;144 (414) 
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これらの事例は、明らかに中国を念頭に置いたものだが、しかし、この

ような事例に自衛隊が武力行使を行えば、軍事的な対立をエスカレートさ

せることになり、また中国側に武力行使の口実を与えるだけである。その

ようなことを考えるよりはむしろ、外交的な交渉で問題を解決すべきであ

ろう。尖閣列島の領有権については、アメリカも一貫して中立的な立場を

とっている状態の下で (47)、「日本固有の領土」論は、国際的にも説得力

を持たない。むしろ「棚上げj論をとって問題の平和的な解決に努力すべ

きであろう。また、靖国神社への首相の公式参拝は今後は行わないことを

表明すべきであろう。そうすることで、日中間に対話の機会を作ることの

方が、軍事的な緊張をエスカレートさせるよりもはるかに日本の平和と安

全のためにも有益であると思われる。

(三)在外国民の保護・救出

報告書は、さらに在外国民の保護・救出のための武器使用も、領域国の

同意があれば、そもそも「武力の行使Jには当たらず、「憲法上の制約は

ないJと解すべきであるとする。また、領域国の同意がない場合にも、

「在外自国民の保護・救出は、国際法上、所在地国が外国人に対する侵害

を排除する意思又は能力を持たず、かつ当該外国人の身体、生命に対する

重大かつ急迫な侵害があり、ほかに救済の手段がない場合には、自衛権の

行使として許容される場合があるjので、「憲法が在外自国民の生命、身

体、財産等の保護を制限していると解することは適切ではなく、国際法上

許容される範囲の在外自国民の保護・救出を可能とすべきであるJ(30頁)

とする。

しかし「所在国が侵害を排除する意思又は能力を持たない」というこ

とを誰がどのように判断するのであろうか。ここには、在外国民の保護・

救出を名目として日本が侵略戦争を拡大したこと、現に国際社会において

もそのようなことの口実に用いられていることについての批判的な視点が

(龍法 '14)47・2.145 (415) 



論説

まったく見られないのである。むしろかつて戦前の日本軍指導部の論理と

近似した論理すらうかがえるのである (48)。少なくともかつてのそのよ

うな侵略の歴史に対する反省を踏まえた場合、従来の政府が在外国民が現

地において生命などの危険に瀕したからといって武力行使をすることは自

衛権行使の三要件にも該当せず、違憲であるとしてきた見解 (49)を今後

とも維持することは当然というべきであろう (50)。

結びに代えて

以上、安保法制懇の報告書について主として集団的自衛権の行使容認論

を中心として検討してきた。以上の検討の結果明らかになったと思われる

ことは、報告書の容認論の根拠が、きわめて薄弱であるということであ

る。このように薄弱な根拠によって、日本国憲法の基本原理であり、また

戦後70年近くの間日本の基本的な"f国のかたちJであり続けてきた、集団

的自衛権否認という憲法規範を解釈変更することは、日本国憲法の破壊、

立憲主義の否定をもたらすものであり、断じて容認できないというべきで

あろう (51)。

安倍内閣は、このような報告書を踏まえて、与党協議を行い、公明党の

同意を取り付けて、 2014年7月1日に集団的自衛権の行使を容認する閣議決

定を行った。ただ、この閣議決定が集団的自衛権の行使を容認する論理

は、 1972年の政府見解 (52)を援用しつつも、自衛権行使の三要件のうち

の第一要件を変更したものとなっており、この点で、閣議決定の論理は、

安保法制懇の論理と重要な部分で異なったものとなっている (53)。しか

し、安倍内閣にとっては、 lその点は大した問題では{なかったのであろう。

安保法制懇でともかくも集団的自衛権行使容認の結論を出させれば、それ

でよかったのであろう。その意味では、安保法制懇は、閣議決定のために

単なる露払い(あるいは通過儀礼)的な役割を果したにすぎないといって

(龍法 '14)47・2.146 (416) 
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もよいかもしれない。

もっとも、それでは、閣議決定の論理が、それになりに精敏なものかと

いえば、決してそうではなく、これまたきわめて恋意的で論理的整合性に

欠けたものとなっている。そのことは、集団的自衛権の行使を違憲とした

1972年の政府見解を援用しながら、集団的自衛権の行使を容認するという

180度異なった結論を導き出していることにも端的に示されている。ただ、

この点についての詳細な検討は今後の検討に委ねることにして、本稿で

は、とりあえず、ここで筆を欄くことにしたい。

( 1 )安保法制懇の報告書については、 h句，:/wwwla脱 igo.jp/jp/誼tgi/ar聞蜘sy側 2/

dai7/houkoku.凶t。

(2 )北岡氏は、中央公論2014年6月号掲載の論文「憲法に固執して国家の安全を

忘れるなJでも、「憲法を厳格に守るだけでは平和は守れないJrいかにして憲
法を守るかというところから出発すること自体が誤りであるJ(79頁)と書い
ている。

(3) h句;//www.kantei.go.jp/jp/s恒gi/anzenhosyou2/dail/副ijiyousi.h加1.

( 4) New York Tunes， May 9，2014. 

(5)浅野一郎・杉原泰雄監修『憲法答弁集J(信山社、 2∞3年)225頁。
(6)自民党の改憲草案は、前文で、国民の国防の責務をうたい、 18条で、 f何人
も、社会的または経済的関係において身体を拘束きれない」と規定していて、

「政治的関係Jにおける拘束については、言及していない。雛兵制の可能性を
踏まえた規定となっているのである。

(7)安保法制懇の報告書と集団的自衛権については、奥平康弘・山口二郎編『集

図的自衛権の何が問題かJ(岩波書庖、 2014年)、豊下樽彦・古関彰一『集団的
自衛権と安全保障J(岩波新書、 2014年)、半田滋『日本は戦争をするのかJ(岩
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法学セミナー・集団的自衛権容認を批判するJ(日本評論社、 2014年)、破争を
させないl(別人委員会編『集団的自衛権つてなに?J (七ツ森書館、 2014年)、
水島朝穂「虚偽と虚飾の安保法制懇報告書J世界2014年7月号98頁、伊藤真「安
保法制懇報告書でみる『集団的自衛権』のあやうさJ法学館憲法研究所HP，
拙稿「安保法制懇報告書の憲法解釈論批判J月刊社会民主2014年8月号7頁など
参照。

(8)拙著『改憲問題と立憲平和主義J(敬文堂、 2012年)4頁以下。
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(10)なお、高橋和之「立憲主義は政府による憲法解釈変更を禁止する」奥平・
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(14)第一次安保法制懇の報告書 (2∞8年6月24日)については、 htゆ://www.
kantei.go.jp/jp/ singi/ anzenhosyou/houkokusho.pdf. 

(15)報告書は、'憲法9条I項・と2項の解釈について、「我が国が当事国である国際

紛争を解決するための武力による戚嚇や武力の行使に用いる戦力の保持は禁止

されているが、それ以外の、すなわちt個別的又は集団的を問わず自衛のため

の実力の保持ゃいわゆる国際貢献のための実力の保持は禁止されていないと解

すべきである。これら・ハ・と同様の考え方は前回2∞8年の報告書でもとられて
いたJ(19頁)と述べている。しかし、 2008年の報告書(19頁)では、 f(9条)
第2項は、。第l項の禁じていない個別的・集団的自衛権の行使や国連め集団安全

保障への参加のための軍事力を保持することまで禁じたものではないと読むべ

きであろうJ(19頁)(傍点・引用者)と書いていたととと微妙な相違を示して
いることは留意されるべきであろう。

(16)従来の政府解釈については、阪田雅裕編著『政府の憲法解釈J(有斐問、
2013年)"31頁以下及ぴ浦田一郎編:r政府の憲法九条解釈J(信山社ー 2013年)
お頁以下参照。

(17) f必要最小限度の集団的自衛権J'論がなんらe限定的たりえないことは、例え
ば、石破幹事長がLアメリカで、「日本の集団的自衛権は非常に限定的だ。政

治的なコストを払ってでもやる価値があるかJと問われて、「まずは限定した
事例からスタートして、さらに広げることができるJと述べている(朝日新聞、
2014年5月3日)ことからも、わかるJ
(18)宮崎礼蓋「憲法九条と集団的自衛権は両立できない」世界2014年8月号151頁。

(19)阪田・前掲注(16)24頁。

(20)刑集13巻13号3225頁 (3232頁)。砂川事件については、とりあえずは、拙稿

「平和主義J樋口陽ーほか『憲法判例を読みなおすJ(日本評論社、 2011年)15 
頁参照。なお、砂川事件最高裁判決が出されるに際しては、当時の田中長官が

駐日米大使と事前に会談して裁判の経過予測などについて話をしていたことが

明らかになっている。最高裁判決の公正きを疑わせる重大な問題というべきで

あろう。この点については、布川玲子・新原昭治編著『砂川事件と田中最高裁
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長官J(日本評論社、 2013年)参照。
(21)高見勝利「砂川事件最高裁判決、田中補足意見、 f必要最小限度』の行使」
奥平・山口・前掲注 (7)161頁および浦田一郎「集団的自衛権はどのように議

論されてきたかJ渡辺ほか前掲注 (7)67頁参照。
(22)日米安保条約6条は、 l米国は日本の安全のみならず、「極東における国際の

平和及び安全に寄与するためにjも日本に基地を置くことを認めており、在日

米軍基地が、ベトナム戦争や湾岸戦争さ・らにはイラク職争において重要な役割

を果たしたことは周知の事実である。報告書は、これらの事実をもまったく視

野に入れていないようである。

(23)なお、豊下・古関・前掲注 (7)7頁以下は、l 報告書が、「安全保障環境の変

化」を指摘しながらも、米中関係の分析が欠落していること、イラク戦争の総

括が欠落していること、安倍政権の「歴史認識Jに関わる言動がいかなる影響
を及ぼしているかについての分析が欠落している之とを的確にも指摘している。

(24)ニカラグア判決についての簡単の紹介は、拙稿 f憲法9条と集団的自衛権J
掲協法学91号 (2013年)17頁及びそこで引用した文献参照。
(25)特定秘密保護法につドては、拙稿「特定秘密保護法の批判的検討J濁協法
学93号1頁及ぴそこで引用した文献参照。
(26)柳沢・前掲注.(12) 1頁以下参照。
(27)拙稿・前掲注 (24)45頁以下参照。

(28) r交戦権Jの意味については、芦部信事『憲法(第五版)J(岩波書底ー 2011
年)66頁。なお、 l拙著?前掲注 (11)71頁も参照。

(29)なお、田岡俊次 rr集団的自衛権行使jの正当化は無理」週間金曜日2014年
5月30日号38頁によれば、米軍が海外で民間λを救出する優先順位は、①米国旅
券の保有者、②米国永住者許可証(グリーンカード)保有者、③イギリス、カ

ナダ、オーストラリア、ニュージーランド国民、④その他となっているという。

(30)この点については、拙著『立憲平和主義と有事法の展開J(信山社、 2∞8年)
14頁参照。
(31)衆議院本会議(1960年2月9日)における藤山外務大臣の日米安保条約につ
いての趣旨説明。

(32)与党協議で政府から出された8事例とは、①邦人輸送中の米艦の防護、②公
海上で武力攻撃を受けている米艦船の防護、③我が国の近隣で有事の際に米国

を攻撃した固に対して武器を提供する船舶に対する検査、④米国に向かうミサ

イルの迎撃、⑤弾道ミサイル発射警戒時の米艦船の防護、⑥米国本土が武力攻

撃を受けた場合において日本近隣で作戦を行う米艦船の防護、⑦我が国の船舶

の航行に重大な影響を及ぼす海域における武力紛争時における機雷除去、⑧公

海で複数の商業船(日本船舶を含む)が襲われた場合の国際共同護衛である。

(33)拙稿・前掲注.(24) 6頁以下。
(34)宮崎・前掲注(18)148頁も、「集団的自衛権も『自衛権』というのだから、

各国が持つ自己防衛権の一種ではないか、と考えてしまう人が多い。しかし、
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違う。集団的自衛権とは、『他国防衛権jなのであるJという。
(35)拙稿・前掲注 (24)11頁。

(36)西崎文子「米国外交からみた集団的自衛権J奥平・山口・前掲注 (7)238頁。
(37)拙稿・前掲注 (24)13頁以下。

(38) C， Gray， International Law and the Use of Force (Oxford University Press， 

2∞8) p.191. 
(39)三谷太一郎「同盟の歴史に学ぶ」朝日新聞2014年6月10日。

(40) r安全保障のジレンマJについては、とりあえずは、拙著・前掲注 (8)223 
頁参照。

(41)阪田・前掲注(16)20頁。
(42)集団安全保障への参加問題は、その後の7月1日の閣議決定でも公明党への

配慮もあってか明文では書かれてはいないが、その後に明らかにされた政府の

「想定問題集」では、武力行使の新三要件に該当する限りは集団安全保障への

自衛隊の参加もありうるとしている(朝日新聞2014年6月28日)。

(43)阪田・前掲注(16)106頁以下。

(44)なお、その後の閣議決定では、「一体化」論そのものを廃棄することはしな

かったが、それを大幅に緩和して、「現に臓闘行為を行っている現場」ではな

い場所で実施する補給などの支援活動は武力行使と「一体化Jするものではな
いとするに至った。これによって日本が武力紛争に巻き込まれる公算は極めて

大きくなったと思われる。

(45)たしかに、 UnitedNations Peacekeeping Operations， pr恒dplesand Guidelines 

(2∞8) p.31は、平和維持活動の基本原則として、当事者の同意、不偏性、自
衛及ぴ任務防衛以外の場合の武力の不行使を掲げており、任務の防衛 (defence

ofmandate)の場合の武力行使を認めている。しかし、そのことをそのまま日

本も適用しなければならないというものではなんらない。そもそもPKOへの参

加自体が日本が主体的に判断すべき事柄である以上は、どのように参加するか

も、憲法に照らして判断すべき問題なのである。

(46)例えば、長年NGOの活動をしてきた「日本国際ボランテイアセンター。VC)J顧問の熊岡路矢氏は、集団的自衛権行使によって、「平和的、非暴力
という日本が70年かけて築いてきたイメージが全部くずれてしまうJと述べて
いる(毎日新聞2014年7月1日)。同様の危倶の念は、その他のNGOの人たちに

よっても示されていることについては、毎日新聞2014年7月3日、東京新聞2014

年7月2日参照。

(47)豊下樽彦 rr尖閤問題Jとは何かJ(岩波書脂、 2012年)47頁以下参照。
(48)水島・前掲注 (7)109頁によれば、海軍大臣官房編『軍艦外務令解説J(昭
和13年)では、「指揮官ハ帝国臣民ノ生命自由又ハ財産ニ-非常ノ危害ヲ被ラム

トシ其ノ国ノ政府之ガ保護ノ任ヲ尽ザス且我兵力ヲ用フル外他ニ保護ノ途ナキ

トキニ限リ兵力ヲ用フルコトヲ得Jとされていたという。
(49)浅野・杉原・前掲注 (5)106頁及ぴ衆議院安全保障委員会 (1991年3月13日)
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における大森内閣法制局長官答弁参照。

(50)なお、橋本靖明・林宏「軍隊による在外自国民保護活動と国際法J防衛研
究所紀要4巻3号 (2∞2年)98頁も、「わが国の場合、海外在留邦人の保護を名
目に派兵を行った歴史に対してわが国及び周辺諸国が敏感に反応する現実を抱

えており、受入国の同意なしにわが国独自の判断によって自衛隊を派遣するこ

とに慎重な態度をとるべきであろう」としている。

(51)なお、報告書は、集団的自衛権の行使は憲法上認められないとする従来の

政府解釈を批判して、それでは、「憲法論のゆえに国民の安全が害されること

になりかねない。それは主権者たる国民を守るために国民自身が憲法を制定す

るという立憲主義の根幹に対する背理であるJ(7頁)としている。解釈改憲
は立憲主義を損なうものといった批判におそらくは反論するために、このよう

な言い方をしたのであろうが、しかし、これは明らかに立憲主義という言葉の

誤用である。解釈改憲こそが、憲法による権力の拘束を本旨と立憲主義に対す

る背理であるのみならず、主権者国民が有している憲法改正権(制度化された

憲法制定権)をも纂奪するものというべきであろう。

(52) 1972年の政府見解については、浦田・前掲注(16)168頁参照。なお、拙
稿・前掲注 (24)28頁も参照。

(53)また、報告書を受けて政府が出した「基本的方向性Jでは、報告書がいわ
ゆる芦田理論を踏襲しているような記述をしている点についても、「いわゆる

芦田修正論は、政府として採用できないJとして、限定的に集団的自衛権行使
を容認する方向で検討する旨を明らかにしている。報告書は、政府の集団的自

衛権が限定的であることを際立たせる役割を演じているようにもみえる。
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